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  本研究では，放射能強度の計算手法に確率過程論を導入することで，放射性物質の経口摂取量の不確

実性から人体における放射能強度の不確実性を確率分布として求めた．これは水文学における集中型流出

モデルを用いて人体を単一の組織と見なし，放射能強度および実効線量を決定論的に計算した山田・佐々

木らの方法論に基づいている．人によって経口摂取量にばらつきがあることを確率微分方程式で表現し，

確率方程式とFokker-Planck方程式の関係から放射能強度の確率分布を求めた．本研究では，セシウム137

について100Bq/dayを5年間摂取する場合，経口摂取の不確実性によってもたらされる人体への放射能強度

の確率分布を求める．
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1. はじめに 

2011 年 3 月に発生した福島原子力発電所の事故は放

射性物質の漏洩，拡散が起こった．原発事故によって拡

散した放射性物質による外部被曝や混入した飲料水や食

品の摂取によって受ける内部被曝に起因する健康被害に

対して多くの人が不安を抱いている．放射線医学におけ

る標準的な被曝線量を計算する手法は人体を忠実に再現

した精緻な数理モデルとを採用しており，一般の科学技

術者にとってもその全体像を把握することは困難である．

そのため，山田・佐々木1)らは図-1 に示すように，水文

学的モデルを用いた理解容易な方法論を提案した．この

方法論では1段タンクによって人体を模し，連続方程式

に基づき簡易的に放射能強度および実効線量を計算でき

る決定論的な結果を得ている．本研究では，放射性物質

の経口摂取量に不確実性を取り入れるために決定論的な

結果だけではなく，確率微分方程式を導入して人体にお

ける放射能強度の確率分布を求める．厚生労働省2)は，

2012年 4月から食品中の放射性物質についての新しい基

準を設定し，1kg中の放射性セシウムの量の上限を決め

た．これにより，食品中の一般食品の放射性セシウムの

基準値は100Bq/kgで定められている．本研究では，放射

性セシウムについて100Bq/dayを5年間摂取する場合，経

口摂取の不確実性によってもたらされる人体への放射能

強度の確率分布を求める． 

図-1 人体と一段タンクモデルの対応関係 
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図-2 国際放射線防護委員会(ICRP Publ.72)の手法を用いて求め

た預託実効線量係数と山田・佐々木の理論によって求め

られた預託実効線量係数の比較 

2. 実効線量の計算手法

山田・佐々木1)らは，従来から集中型モデルによって

人体を単一の組織と見なして放射能強度，内部被曝総量，

実効線量を推定する手法を提案している．以下にその理

論の概要を記す． 

(1) 放射能強度の連続方程式

図-1 に示すように，放射能強度 )(th の摂取フラック

ス )(tr (Bq/time)，半減期から求められる源泉係数 ，原

子核崩壊による物理的流出 )(tq p
 (Bq/time)，排泄による

生物学的流出 )(tqb
 (Bq/time)それぞれの関係を1段タンク

によって表現する．図-1 における人体における放射能

強度 )(th と摂取フラックス )(tr  ，実効的流出フラックス

の関係は  

)()(
)(

thtr
dt

tdh
 (1) 

の連続方程式で表される．ここで )(th ， )(tr ，  はそ

れぞれ人体における放射能強度，放射能の摂取量，減衰

係数である．セシウム137の場合， 6.69/2ln である
1)． 

(2) 内部被曝総量および実効線量の計算方法

内部被曝総量 )(tI は体内で原子核崩壊した放射性同位

体の累積個数であり，(2)式のように )(th を時間で積分す

ることで求められる． 

 dhtI
t

 0
)()( (2) 

図-3 伊藤の確率微分方程式とFokker-Planck方程式の関係 

また，(3)式より実効線量 )(tS を求めることができる．

(3)式は人体に崩壊する放射性物質の内部被曝総量に一

個当たりの原子核崩壊により人体が吸収するエネルギー

量をかけ体重で割ったものである (1.6 10-13 (J/Mev)単位

換算の係数である) ．預託実効線量係数(放射性物質を経

口摂取により1 Bq 摂取した際に人体が生涯に渡って受け

る線量)は，成人の場合は摂取してから死亡するまでの

時間を50年とし，(3)式の時刻tに50年を代入することで

得られる．図-2 は山田・佐々木らの理論で得られた預

託実効線量係数とICRP Publ.72によって定められた預託

実効線量係数と比較したものであり，同等の精度を示し

ていることがわかった． 

)(
)(

)/(106.1)(
)(

13

Sv
kgweight

MeVJMeVEI(t)
tS


  (3) 

3. 確率微分方程式とFokker-Planck方程式の関係

山田・吉見3)らによる，一次元空間において，時系列

)(tx の微小変化量dxが次式に従って動いている時，(4)

式に示す伊藤過程で時系列 )(tx の動きを表すことができ

る． 

   )()),(()),(()( tdwttxdtttxgtdx       (4) 

ここに， )),((),),(( ttxttxg  は時系列 )(tx と時間t

の任意の関数である．また， )(tdw はWiener過程 )(tw の

微小時間変化量であり，平均 0，標準偏差 dt の正規分

布に従っている．このように，時系列 )(tx の増分が(4)式

の右辺第1項（決定論的な項）と右辺第2項 (確率論的な

項)で表される(4)式を伊藤の確率微分方程式という．図-

3 に示すように，確率微分方程式は確率経路の各標本の 

- 190 -



図-4  経口摂取量の不確実性と放射能強度の不確実性の関係 

軌跡を表現し，これに対応するFokker-Planck方程式は無

限個の標本点を集積した確率密度関数の運動を表現する．

これは(5)式で表される．このFokker-Planck方程式と確率

微分方程式は数学的に厳密に等価であることが証明され

ている4),5)． 
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 本研究では，放射能強度の基礎式である(1)式と伊藤

の確率微分方程式(4)式の関係を示した上で，(5)式の確

率微分方程式とFokker-Planck方程式の関係から，経口摂

取量の不確実によっての放射能強度の確率分布を求める． 

4. 確率微分方程式の導入

(1) 放射能強度の連続方程式と確率微分方程式の関係

(1)式は，放射能強度に関する1階線型常微分方程式で

あり， 

    dtthtrtdh ))()(()(      (5) 

と表現することができる．ここで，経口摂取量 )(tr が各

時刻において，ある平均値とその平均値周りに分布して

いるとして， 

)(')()( trtrtr    (6) 

で得られるとする．ここで )(' tr はウィーナー過程に従 

って乱高下するランダム項である. (6)式を(5)式に代入し，

確率微分方程式の理論からランダム項をウィーナー過程 

)(tdw で表すると，

)())()(()( tdwDdtthtrtdh h  (7) 

(a) 

(b) 

図-5 放射能強度を決定論及び確率論的に求めたグラフ 

となる．ここに， )(tdw はWiener過程による時系列 )(tw

の微小時間変化量でありその確率分布は時刻tに依存し，

正規分布 ),0( dtN に従う．
hD は放射能強度の拡散係

数である．また，この拡散係数は次式によって表される．

Lh TD  2 (8) 

 ：入力経口摂取量の標準偏差，
LT ：経口摂取量の乱

れた時系列 )(' tr の時定数であり，G.I.Taylorの拡散理論に

起因する6)．(7)式は(4)式に示した伊藤の確率微分方程式

と全く同型であり，右辺第一項が決定論的な項，右辺第

二項が確率論的な項である．図-4のように，放射性物質

の経口摂取量の不確実性に関する放射能強度の不確実性

を求めることができる．仮定として，摂取期間 5年であ

り, 摂取終了後はほぼ一定値をとることにする．また(2)

式により，内部被曝総量の不確実性も求めることができ

る．  

(2) 放射能強度の連続方程式とFokker-Planck方程式の関係

および放射能強度の確率分布

(4)式と(5)式の対応関係から(7)式に対応する放射能強

強度の確率密度関数の時間発展を以下のFokker-Planck方

程式を得る．  

h

tthpthtr
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(9)式を放射能強度の確率密度関数 )),(( tthp について解

けば，放射能強度の確率分布を求めることができる．

(9)式を数値的に計算した結果を図-5 に示し，放射能強

度の確率密度関数が時間発展していく様子が見られる．

図-5 により，放射性物質を毎日100Bqを5年間摂取する場

合に，放射能強度の決定論的な結果を図-5(a)に示す．図

-5(b)に示すのは確率論的に求めた結果で，各時刻の放射

能強度の確率密度関数で不確実性を求めることができる． 

(3) 実効線量の確率分布 

(2)式で表される内部被曝総量の不確実性を求めた上

で，(3)式により,実効線量の不確実性を求められる．図-

6に放射性物質の経口摂取量に不確実性に関する実効線

量の不確実性を示す．また, 図-7に示したように，実効

線量の確率密度関数を求めることができる．図-7により，

1日100Bqを5年間摂取する場合，実効線量は約0.67mSvを

平均値として約0.62～0.72mSvに分布し，約1.4 10-2 mSv

の標準偏差を持って分布することがわかる．原子力安全

研究協会7)によると，日本は自然放射線による国民一人

当たりの年間実効線量の平均値は2.1mSv/yearである．国

が定めた基準値の放射能セシウム（100Bq/kg）から受け

る実効線量（約0.62～0.72mSv/yearに分布）は自然放射能

による実効線量（2.4mSv/year）と比べると，非常に小さ

いことがわかった． 

4. 結論 

放射能強度の連続方程式と伊藤の確率微分方程式の関

系，確率微分方程式とFokker-Planck方程式の関係から放 

射能強度の確率密度関数を求めることができ，放射能強

度の確率密度関数を数学的に説明することができた．ま

た，実効線量の確率分布により，実効線量の不確実性を

求めた．また，今後は確率微分方程式とFokker-Planckの

関係から，数学的に実効線量の確率密度関数を求め，実

効線量の不確実性を評価する． 
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